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請求書カード払い取引ガイドライン ‒ 細則 ‒ 

第１章 総則 

第１条 （⽬的） 
本細則は、請求書カード払い取引ガイドライン（以下「ガイドライン」という）第３条第３項の規定に
基づき、ガイドラインの適⽤に必要な事項を定めることを⽬的とする。 

第２条 （解釈指針） 
１． 登録機関は、ガイドライン及び本細則の適⽤に関して必要な解釈指針を定め、BIPS 事業者に対し
て発出することができる。 
２． BIPS 事業者は、前項の解釈指針に従い業務を⾏うものとする。 

第２章 定義に関する細則 

第３条 （キャッシュレス決済⼿段の範囲） 
ガイドライン第２条第１３号に定める「キャッシュレス決済⼿段」は、以下の各号に掲げるものとす
る。 
（１） 国際ブランドの付されたクレジットカード 
（２） 国際ブランドの付されたデビットカード 
（３） 国際ブランドの付されたプリペイドカード 
（４） その他、登録機関が都度認める決済⼿段 

第４条 （請求書等として認められる証憑） 
１． ガイドライン第２条第９号に定める「請求書等」として認められる証憑は、以下の各号に掲げるも
のとする。 
（１） サプライヤーが発⾏した請求書（電磁的記録を含む） 
（２） 適格請求書発⾏事業者が発⾏したインボイス（適格請求書） 
（３） 請求書の発⾏に代わるものとして、バイヤーとサプライヤー双⽅が合意した納品書、検収書、

発注書⼜は契約書等 
（４） 納付書（別途記載する） 
（５） 前各号に準ずるものとして登録機関が認める書類 
２． 前項の証憑は、以下の事項を含むものでなければならない。 
（１） サプライヤーの名称 
（２） 債務⽀払を⾏うための振込先⼝座の情報 
（３） ⽀払⾦額 
（４） ⽀払期⽇（ただし、⽀払期⽇の記載がない場合は、取引慣⾏に基づく合理的な期⽇をもってこ

れに代えるものとする） 
（５） 取引の概要（商品⼜は役務の内容並びに取引年⽉⽇⼜は取引期間） 
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（６） 役務⼜は商品の提供が完了していることを確認できる事項（前項第１号及び第２号に掲げる書
類を証憑とする場合を除く） 

３． 前項各号に掲げる事項の全部⼜は⼀部が証憑に記載されていない場合であっても、BIPS 事業者が
取引慣⾏その他の合理的な⽅法により当該事項を客観的に確認できるときは、当該証憑は前項の要件を
満たすものとみなす。BIPS 事業者が取引慣⾏その他の合理的な⽅法により当該事項を客観的に確認でき
るときは、当該証憑は前項の要件を満たすものとみなす。 

第２章 定義に関する細則 

第５条 （登録申請⼿続き） 
１． ガイドライン第５条第１項各号の事項に加え、登録申請書には以下の事項を記載しなければならな
い。 
（１） 顧客に提⽰する利⽤規約 
（２） BIPS 業務に係る個⼈情報の取扱い⽅針 
（３） 苦情処理に係る担当部署及び連絡先 
２． 登録申請書に添付すべき書類は、以下のとおりとする。 
（１） ガイドライン第１６条第１項各号に該当しないことを誓約する書⾯ 
（２） その他、登録機関が指定する書類 
３． 登録機関は、申請受理後３０⽇以内に登録の可否を判断し、申請者に通知するものとする。 
４． 登録機関は、申請内容の確認のため、申請者に対しヒアリングを実施することができる。 

第６条 （名義貸し禁⽌における契約取次の取扱い） 
１． ガイドライン第７条に定める「他⼈に BIPS 業務を⾏わせる」⾏為には、BIPS 事業者が⾃⼰の名義
で提供する請求書カード払いについて、バイヤーとの利⽤契約締結の勧誘、媒介⼜は取次その他これら
に類する⾏為を第三者（以下「取次業者」という）に委託する⾏為は該当しないものとする。 

２． 前項に基づき取次業者を利⽤する場合、BIPS 事業者は以下の要件を満たさなければならない。 
（１） BIPS 利⽤契約の当事者はあくまで BIPS 事業者とバイヤーであり、取次業者は契約当事者とな

らないこと 
（２） BIPS 事業者は取次業者に対する監督義務を負い、取次業者の⾏為について BIPS 事業者が責任

を負うこと 
（３） 取次業者がガイドライン第９条に定める誇⼤広告等の禁⽌に違反しないよう、BIPS 事業者が

教育及び管理を実施すること 

第７条 （誇⼤広告等の禁⽌に関する具体例） 
ガイドライン第９条第２項に基づき、BIPS 事業者が⾏ってはならない表⽰の具体例は以下のとおりと
する。 

（１） 請求書カード払いのサービス内容を、貸⾦業⼜は資⾦移動業その他の⾦融業と誤認させるよう
な表⽰をすること 

（２） ⼿数料その他費⽤について、利⽤者が容易に認識できない⽅法（著しく⼩さな⽂字、⽬⽴たな
い場所への記載等）で表⽰すること 
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（３） 登録機関への登録を、⾏政機関による許認可⼜は保証であるかのように表⽰すること 
（４） 「審査なし」「100%承認」等、実態に即さない表⽰をすること 
（５） 他の BIPS 事業者との⽐較において、客観的根拠のない優位性を表⽰すること 
（６） バイヤーの⽀払債務が請求書カード払いの申込みのみで確実に消滅するかのように表⽰するこ

と 

第８条 （個⼈事業主の事業実態確認書類） 
１． ガイドライン第１２条第１項第２号に定める「事業を⾏っていることを客観的に確認できる証憑」
として、以下の各号に掲げる書類を認める。 
（１） 適格請求書発⾏事業者の登録番号 
（２） 税務署への個⼈事業の開業・廃業等届出書（写し） 
（３） 直近の確定申告書（第⼀表）の写し（収受印⼜は電⼦申告の受付番号があるものに限る） 
（４） 事業に係る許認可証⼜は資格証明書（写し） 
（５） 社会保険⼜は労働保険の加⼊証明書（写し） 
（６） 事業実態を確認できる取引先との契約書（写し） 
（７） 屋号名が含まれている銀⾏⼝座の通帳（写し） 
（８） 前各号に掲げる書類によらず、BIPS 事業者が独⾃に実施する調査であって、事業の継続的な

実態が客観的に認められるもの 
２． 前項第２号から第７号に掲げる書類は、発⾏⽇から２年以内のものに限るものとする。ただし、第
１号については確認時点においてインボイス登録が有効であることをもって⾜りる。 
３． 第１項各号のいずれの⽅法によっても事業実態が確認できない場合、BIPS 事業者は請求書カード
払いの提供を拒否しなければならない。 
４． BIPS 事業者は、第１項第８号による確認を実施した場合、確認の内容及び結果を記録し、ガイド
ライン第１４条第３項に定める期間保存しなければならない。 

第９条 （バイヤー確認⽅法の追加認定） 
ガイドライン第１２条第３項第６号に定める「登録機関が別に定める⽅法」として、以下の各号に掲げ
る⽅法を認める。 
（１） 法⼈番号、代表者⽒名及び登記住所を⽤いた gBizIDによる確認 
（２） 事業者が保有する既存の取引実績（過去２年以内に実態ある商取引が確認できる場合）に基づ

く確認 
（３） 登録機関が別途承認したサービスによる確認 

第１０条 （バイヤーの再確認時期） 
１． ガイドライン第１２条第４項に定める「確認から１年を経過した後」とは、直近の確認実施⽇から
起算して１年を経過した後をいう。 
２． 同⼀バイヤーに対して請求書カード払いの提供を⼀時停⽌後に再開する場合において、停⽌期間が
６か⽉を超えるときは、改めてガイドライン第１２条第３項に定める⼿法による確認を実施しなければ
ならない。 
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第１１条 （サプライヤー調査における合理的な疑いの判断基準） 
１． BIPS 事業者は、以下の各号に掲げる状況を認識した場合、請求書等の成⽴に合理的な疑いがある
ものとして取り扱い、事業性取引における役務⼜は商品の提供実績を確認するための追加的な確認を実
施しなければならない。 
（１） 請求書等の⾦額が、バイヤーとサプライヤー間の過去の取引実績と著しく乖離している場合 
（２） 請求書等の発⾏⽇と取引実施⽇の間に著しい乖離がある場合 
（３） 同⼀期間内に、同⼀バイヤーから同⼀サプライヤーへの複数の請求書払い申込みが集中してい

る場合 
（４） サプライヤーの⼝座が請求書等に記載された事業者名義と⼀致しない場合（ガイドライン第１

５条第１項第２号に基づく振込の場合を除く） 
（５） バイヤー⼜はサプライヤーの実在性確認において、登記情報と申告情報に齟齬がある場合 
２． 前項の追加確認を実施してもなお疑義が解消されない場合、BIPS 事業者はガイドライン第１３条
第４項に基づき取引の実施を拒否しなければならない。 

第１２条 （禁⽌取引の追加） 
ガイドライン第１７条第２項第７号に基づき、以下の各号に掲げる取引を原契約とする請求書カード払
いを提供してはならない。 
（１） 消費者（個⼈）向けの請求書に基づく取引（事業性取引に該当しないもの） 
（２） ファイナンスリース⼜は割賦販売等の信⽤取引の⽀払いを原契約とする取引 
（３） 有価証券⼜はデリバティブ等の⾦融商品の売買代⾦を原契約とする取引 
（４） 不動産の売買代⾦を原契約とする取引（ただし、不動産の賃貸借に係る賃料を原契約とする取

引については、この限りでない） 
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附則 

第１条 （施⾏） 
本細則は、2026 年 6 ⽉ 26 ⽇から施⾏する。 
 


